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平成 24年度決算
効率的な財政運営に努めました

平成 24年度各種会計の決算が 9月の議会定例会で認定されました。
　決算は、町の１年間の収入や支出をまとめたもので、これにより行政活動をお金の面か
ら知ることができます。
　町民の皆さまから納めていただいた町税をはじめ、国や県からの補助金など町の収入が
どのように使われたのか、その内容について、一般会計を中心に概要をお知らせします。

一般会計歳出決算額は、

95 億 9,469 万 8千円
　平成 24 年度の一般会計決算額は歳入が 105 億 2,880 万 1 千
円（前年比 1.0％減）、歳出が 95 億 9,469 万 8 千円（前年比 0.5％
増）で、差引 9億 3,410 万 3 千円となりました。
　この中には、平成 25 年度に繰り越すべき財源 3億 5,442 万
1 千円が含まれ、これを除いた平成 24 年度の実質収支額は 5
億 7,968 万 2 千円の黒字となり、このうち 3億円を財政調整基
金（町の貯金）に積み立て、残りの 2億 7,968 万 2 千円を平成
25 年度に繰り越しました。
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町税（12.0％）
12 億 6,525 万 6 千円

分担金、負担金、
使用料、手数料（1.4％）
1億 4,299 万 5 千円

繰入金（4.4％）
4億 7,214 万円

繰越金（7.0％）
7億 4,328 万 5 千円

諸収入等、その他（2.4％）
2億 4,603 万 6 千円

地方交付税（37.7％）
39 億 7,766 万 4 千円

国、県支出金（22.5％）
23 億 7,214 万 2 千円

地方譲与税（1.2％）
1億 2,141 万 9 千円

町債（9.5％）
10 億 437 万円

各種交付金等（1.9％）
1億 8,349 万 4 千円

自主財源（27.3％）
町税や使用料、財産収入
など、町が自主的に収入
できる財源をいいます。
この割合が大きいほど、
収入に自主性や健全性が
高いことを示します。

地方交付税や国県支
出金など、国や県の
基準に基づいて交付
されたり、割り当て
られる収入を言いま
す。

歳入総額　105 億 2,880 万 1千円　の内訳

歳入では、東日本大震災で被害のあった
道路等の災害復旧のための公共土木施設災
害復旧費国庫負担金や放射能除染に対する
国庫補助金が多額となり、国庫支出金全体
では 15 億 8,079 万 9 千円（前年比 54.7％
増）と大きな伸びとなりました。地方交付
税は、普通交付税や震災復興分の特別交付
税の減額により 39 億 7,766 万 4 千円（前年
比 15.0% 減）となりました。町税をはじめ
とした自主財源の収入は、28 億 6,971 万 2
千円で歳入全体の 27.3％を占めています。

震災復興のための国庫支出金が大幅増

歳入（収入）のポイント

歳出（支出）のポイント

歳出においても震災で被害のあった道路や観光施設等の復旧費、
除染事業費など災害復旧費全体で 10 億 8,639 万 5 千円（前年比
111.1% 増）と大きな伸びとなりました。そのほかの主な事業は、
若者向け定住促進住宅の建設、防災行政無線整備事業、町道などの
道路整備事業等です。人件費・扶助費・公債費を合わせた義務的経
費について、人件費では各種委員等報酬や職員給与等が減り、扶助
費でも児童手当給付費や災害弔慰金などが減少、公債費においても
償還のピークが過ぎたことで減額の決算となりました。義務的経費
の歳出に占める割合は、31.3％（前年度 35.0％）となっています。

震災復興のための災害復旧費が大幅増

歳出総額　95億 9,469 万 8千円　の内訳
議会費（1.2％）
1億 2,272 万 8 千円

総務費（11.4％）
10 億 9,941 万 5 千円

民生費（25.2％）
24 億 1440 万円

衛生費（7.4％）
7億 1,381 万 2 千円
労働費（0.2％）
2,210 万 2 千円

農林水産業費（5.3％）
5億 523 万 1千円商工費（2.3％）

2億 1,824 万 8 千円

土木費（13.1％）
12 億 5,209 万 7 千円

消防費（10.8％）
10 億 3,207 万円

教育費（6.3％）
6億 1,315 万円

災害復旧費（6.8％）
6億 4,333 万 8 千円

公債費（10.0％）
9億 5,810 万 7 千円

町民税（個人）
4億 3,820 万 8千円
34.6％

固定資産税
6億 4,561 万 5千円
51.0％

町民税（法人）
6,144 万 6千円

4.9％

軽自動車税
4,277 万 5千円

3.4％

町たばこ税
7,721 万 2千円

6.1％

自主財源（27.3％）

依存財源（72.7％）
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グラフや数値で見る丸森町の決算グラフや数値で見る丸森町の決算

① 丸森町の貯金や借金はどれくらい？

② わかりやすく今の財布の具合はどんな感じ？

③ 義務的経費、投資的経費って？

貯金は、9億 9,298 万９千円
借金は、85億 4,288 万４千円

自由に使えるお金はあまりありません
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[ 単位：円 ]
近隣市町と比較した町民 1人
あたりの預貯金額と借入金

借入金（地方債残高）

預貯金（財政調整基金）

丸森町 角田市 柴田町 大河原町 村田町
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丸森町の預貯金と借入金の状況はど
うなっているのでしょう。右の図は、
平成 24年度末における預貯金（財政
調整基金等）と借入金（地方債）を町
民１人あたりで表にしたものです。

（※他市町の額は平成 23年度末時点）

預貯金は、財政の健全化に取り組み、
生み出した財源を将来に備えて積み立
てているものです。財政調整基金は町
民１人あたり 65,613 円となっていま
す。
　借入金は、道路整備やソフト事業の
ため借り入れたもので、町民１人あた
り 564,483 円となっています。
　また、一般会計における町民１人
あたりの支出額 629,449 円のうち、
10.0％にあたる 62,856 円を借入金の
返済にあてています。

丸森町の経常収支比率は、84.8％

う数値は高いということになり、町の財
政状況は、弾力性が低い状態にあります。
近隣の市町については 83％から 94％と
いう状況にあり、下記の通りです。

▲

経常収支比率は、低いほど自由に
使えるお金も多いため、柔軟で弾力
的な財政運営ができます。反対に、
高くなるほど新しい事業や公共施設
の整備など、投資的な経費に支出す
る財源の余裕が少なくなり、弾力的
な財政運営が厳しくなります。

▲

実質赤字比率とは、一般会計等の実
質収支額が赤字となった場合の標準財
政規模に対する赤字額の比率

▲

連結実質赤字比率とは、一般会計、
特別会計の実質収支額、公営企業会計
の資金不足・剰余額の合計が赤字と
なった場合の標準財政規模に対する赤
字額の比率

▲

実質公債費比率とは、一般会計等が
負担する元利償還金（公債費）及び公
債費に準じた経費の標準財政規模に対
する比率の 3カ年平均値

▲

将来負担比率とは、地方債残高のほ
か一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率

▲

投資的経費は、公共施設の建設や道路整
備など、支出の効果が資本形成に向けられ、
施設等が将来に残るものをいいます。普通
建設事業費とともに災害復旧費も含まれます。
　普通建設事業費については平成 23 年度
から微減の決算となりましたが、災害復
旧費については東日本大震災の影響で、道
路などの公共土木災害復旧費や原発事故に
よる除染事業費が増加し、平成 23 年度の
５億 1,456 万１千円から 10 億 8,639 万５千
円となりました。

▲

義務的経費は、支出が義務的で任意では削減できない経費をいい
ます。この義務的経費の割合が小さいほど財政の弾力性があり、比
率が高くなると財政の硬直度は高まるとされています。
　人件費については、ここ数年職員数を削減したり職員の給与の引
き下げなどの実施で減少傾向にあります。丸森町第５次行政改革大
綱（平成 22 年度～平成 27 年度）を策定し、人件費の削減などより
一層の行政改革に取り組んでいます。
　扶助費については、社会保障関係費の増大で増加傾向にあります
が、平成 24 年度は児童手当や災害弔慰金の給付額が減額となり扶
助費全体でも減少しました。
　公債費についても償還のピークが過ぎ、年々減少傾向にあります
が、例年の借入については財政上有利な地方債を選ぶなど健全な財
政運営に努めています。

経常収支比率とは、人件費、扶助費、
公債費などの義務的経費と、これに施設
の維持管理経費などを加えた経常的経費
に、地方税、地方交付税といった経常的
に収入される一般財源を、どの程度充て
ているかを見る比率です。
　経常収支比率は、75％程度が望まし
いとされていて、丸森町の 84.8％とい

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

人件費（14.6％）
13 億 9,840 万 6 千円

扶助費（6.7％）
6億 4,169 万円

公債費（10.0％）
9億 5,810 万 7 千円

普通建設事業費
（17.7％）
16 億 9,842 万 8 千円

災害復旧事業費
(11.3％)
10 億 8,639 万 5 千円

物件費（10.3％）
9億 8,840 万 1千円

維持補修費（1.8％）
1億 7,475 万 1 千円

補助費等（12.0％）
11 億 5,233 万 1千円

繰出金（11.4％）
10 億 9429 万 9千円

積立金ほか（4.2％）
4億 189 万円

■丸森町の性質別経費の内訳

31.3％

29.0％

39.7％

財政健全度を判断する指標
平成 19年 6月に定められた「地方

公共団体の財政の健全化に関する法
律」により、地方公共団体は毎年、４
つの指標（健全化判断比率）を公表す
ることになりました。また、公営企業
ごとの資金不足比率についても公表す
ることになっています。

健全化判断比率

資金不足比率

健全度を判断する指標には「早期健全化基準」と「財政再生基準」
が設けられており、比率が悪化した場合には早期に財政健全化への取
組みができるよう、財政健全化計画・財政再生計画を策定し議会の議
決を得て財政健全化に取組むような仕組みとなっています。

　公営企業会計については、資金不足は発生しておりません。
（資金不足比率が経営健全化基準を超えた場合、議会の議決を得て経
営健全化計画を定める必要があります。）

　丸森町における平成 24年度の比率は上の表のとおりです。
　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、昨年度に引き続き
発生しておりません。実質公債費比率は 12.1％で前年度の 12.3％か
ら 0.2 ポイント下がり、将来負担比率については、83.4％で前年度の
89.8％から 6.4 ポイント下降しています。

健全化判断比率 丸森町の状況 早期健全化基準 財政再生基準
①実質赤字比率 赤字は発生していません 14.84％ 20.00％
②連結実質赤字比率 赤字は発生していません 19.84％ 30.00％
③実質公債費比率 12.1％ 25.0％ 35.0％
④将来負担比率 83.4％ 350.0％ ―

決算認定
までの流れ

出納整理期日
毎年５月 31 日

「歳入歳出決算書」
の作成

主要な
「施策の成果報告書」

の作成

決算審査

決算審議

前年度（４月～３月）
の会計が閉鎖されます

町が行なった仕事に
ついての成果をまと
めます

監査委員が審査します

９月の定例議会で審
議され問題がなけれ
ば認定されます

決算認定 経常収支比率（※他市町は平成 23年度数値）
　丸森町 84.8％　角田市 91.6％　柴田町 94.7％　大河原町 88.4％　村田町 83.7％
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国民健康保険特別会計決算状況
平成 24年度

のお知らせ

平成24年度の国民健康保険特別
会計の決算状況をお知らせしま

す。
　平成 24年度の決算額は、歳入総額
19 億 6,179 万 5 千円に対し、歳出総

とから、療養給付費交付金などの国県
支出金を受けていますが、国庫支出
金は 5 億 4,834 万 9 千円、県支出金
は 1億 888 万円となっています。退
職者医療の財源となる療養給付費交付
金は、9,275 万 6千円でした。繰入金
は国民健康保険事業財政調整基金から
3,437 万 6千円、一般会計繰入金から
1億 1,291 万９千円の合計 1億 4,729
万５千円となりま
した。歳入全体と
しては前年比で 1
億 522 万 9 千 円
（5.7％）の増額決

国民健康保険制度について
は、平成 27 年４月から県

内全市町村の医療費合計額を一定
の基準に従って各市町村が負担す
るようになるほか、国民健康保険
の事業者を都道府県単位に広域化
する方針が示されるなど、先を見
通すのが難しい状況です。このた
め、今後の国の動向を踏まえて国
民健康保険税の収入や保険給付費
の支出についての分析を進め、国
民健康保険税率の見直しも検討し
ながら運営を行っていきますの
で、引き続き国民健康保険事業に
対するご理解とご協力をお願いし
ます。

今後の国民健康保
険特別会計の運

営見通しですが、平成
25年度については、歳
出では保険給付費が、
被保険者の高齢化や医
療の高度化などにより
今後とも伸びていくも
のと推測されます。保
険給付費の財源となる
国県支出金や各種交付
金などの歳入ととも
に、後期高齢者支援金
や介護納付金、共同事
業拠出金など、歳出の
動向についても注視し
ながら、不足する財源

については国民健康保険事業財政
調整基金を活用していくこととし
ています。

号被保険者分にかかる介護納付金と後
期高齢者支援金及び共同事業拠出金が
前年比で増となりましたが、前期高齢
者納付金等については、前年比で減と
なりました。歳出全体では、前年比で
1億 2,440 万 3 千円 の増額
決算となっています。

算となりました。

歳出では、療養
給付や高額療

養費などの保険給
付費が 11 億 6,514
万 5 千円で、前年
度から 9,044 万 8
千円（8.4％）の増
となっています。
保険給付費以外で
は、介護保険第 2

額 18 億 253 万 7千円となり、1億
5,925 万 8 千円の剰余金が生じま
した。このうち、8,000 万円を国民
健康保険財政調整基金へ積立てし、
7,925 万 8 千円を平成 25 年度の財

源として繰越しま
した。

歳入で は、 国
民健康保険

税が 3 億 7,703 万
円で前年度に比較
し、135 万 6 千円
の減となりました。
なお、現年度分の
収納率は 95.9％で
す。また、国民健
康保険税だけでは
歳出の保険給付費
を賄いきれないこ

被保険者１人当たりの歳出額

総務費

保険給付費

後期高齢者支援金等

介護納付金

共同事業拠出金
保健事業費

その他
23 年度 24 年度

（H23 年度 3,419 円 /
　　　　　　H24 年度 2,961 円）

（229,146 円 /263,072 円）

（46,621 円 /51,532 円）

（22,511 円 /24,600 円）
（42,624 円 /50,495 円）
（5,149 円 /5,697 円）
（8,340 円 /8,575 円）

被保険者１人当たりの歳入額

24 年度23 年度

国民健康保険税

国庫支出金

療養給付費交付金

前期高齢者交付金

県支出金

共同事業交付金

その他

繰入金

繰越金

（H23 年度：80,679 円 /
　　　　　　　H24年度：85,127円）

（101,361円/123,808円）

（23,678 円 /20,942 円）

（65,634 円 /76,661 円）

（24,935 円 /24,583 円）
（30,543 円 /58,404 円）

（58,127 円 /33,256 円）
（10,703 円 /19,966 円）

（195 円 /157 円）

用
語
の
解
説

■
国
民
健
康
保
険
税　

国
保
加
入
者
が
納
付
し

た
保
険
税

■
国
・
県
支
出
金　

医
療
費
を
支
払
う
た
め
に

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
お
金

■
療
養
給
付
費
交
付
金　

社
会
保
険
か
ら
国
民

健
康
保
険
に
加
入
し
た
方
の
医
療
費
を
支
払
う

た
め
に
社
会
保
険
か
ら
交
付
さ
れ
た
お
金

■
前
期
高
齢
者
交
付
金　

65
歳
か
ら
74
歳
ま
で

の
方
の
医
療
費
を
支
払
う
た
め
に
交
付
さ
れ
た

お
金

■
共
同
事
業
交
付
金　

高
額
医
療
費
を
支
払
う

た
め
に
交
付
さ
れ
た
お
金

■
繰
入
金　

一
般
会
計
や
基
金
か
ら
医
療
費
を

支
払
う
た
め
に
繰
り
入
れ
た
お
金

■
総
務
費　

人
件
費
や
保
険
証
の
更
新
に
か

か
っ
た
お
金

■
保
険
給
付
費　

病
院
な
ど
へ
支
払
っ
た
お
金

■
後
期
高
齢
者
支
援
金
等　

75
歳
以
上
の
方
へ

の
医
療
費
支
援
金

■
介
護
納
付
金　

介
護
保
険
に
支
出
し
た
お
金

■
共
同
事
業
拠
出
金　

高
額
医
療
費
、
65
歳
〜

74
歳
の
方
の
医
療
費
を
支
払
う
た
め
に
支
出
し

た
お
金

■
保
健
事
業
費　

特
定
健
診
、
人
間
ド
ッ
ク

な
ど
に
支
払
っ
た
お
金
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